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温暖化ガス排出抑制のための国内対策のあり方に関する試論―戦略的貿易政策下での戦略

的国内割当― 

Strategic Emission Quota under Strategic Trade Policies 

 

藤田 康範(Yasunori Fujita) 

 

本研究では, 燃料生産から財生産に至る社会的分業が国内で営なまれる場合に, 上流規制

と下流規制のどちらを採用することがその国の厚生にとって望ましいのかについて, 関連

諸国との戦略的連関を考慮に入れて分析する。財輸入国と産油国のうちで, 一国のみが戦

略的に行動するならば分析対象国は上流規制ではなく必ず下流規制をかけるべきであるが, 

両国が戦略的に行動するならば, 上流規制が望ましい領域が出現することが明らかとなる。 

 

Abstract 

This study analyzes whether the adoption of either upstream or downstream 

regulations is desirable for the welfare of the country considering the strategic linkages 

with related countries, particularly in cases wherein the social division of labor leading 

to goods production, from fuel production, is operating within a country. Among goods 

importing and oil-producing countries, if only one country acts strategically, the 

analyzed country shall not apply upstream regulations and rather certainly applies 

downstream regulations. However, if two countries act strategically, a domain emerges 

wherein upstream regulation is desirable. 

 



「三田学会雑誌」98巻 1号（2005年 4月）

温暖化ガス排出抑制のための
国内対策のあり方に関する試論 �

戦略的貿易政策下での戦略的国内割当

藤　田　康　範

要　　　旨
本研究では，燃料生産から財生産に至る社会的分業が国内で営なまれる場合に，上流規制と下流

規制のどちらを採用することがその国の厚生にとって望ましいのかについて，関連諸国との戦略的
連関を考慮に入れて分析する。財輸入国と産油国のうちで，一国のみが戦略的に行動するならば分
析対象国は上流規制ではなく必ず下流規制をかけるべきであるが，両国が戦略的に行動するならば，
上流規制が望ましい領域が出現することが明らかとなる。

キーワード
温暖化ガス，排出割当，上流規制，下流規制，戦略的貿易政策

1． 問題の所在

環境規制のあり方に関する分析は，Okuno-Fujiwara and Kiyono（2003）を契機として新たな段

階に入った。同論文は，官民の戦略連関に関するGrossman and Helpman（2001）流の公共経済理

論を環境経済理論と接合することをはかり，環境規制に関する戦略的分析の端緒を開いたのである。

本研究では，西條（2002a,b），西條・安本（2002）等が分析を重ねている国内制度のあり方，と

りわけ，燃料生産から財生産に至る過程のどの分野に排出規制をかけることが厚生上望ましいのか

について，関連諸国との戦略的連関を考慮に入れて分析する。以下では，関連諸国として産油国と

最終財輸入国を視野に入れ，分析対象国の社会的分業を，石油精製企業が輸入原油を石油に精製し

て最終財生産企業へ販売し，最終財生産企業がその石油を投入して最終財を生産して国外に輸出す

るものとモデル化する。関連諸国との戦略的連関としては次の三つの場合を分析対象とする。すな

わち，財輸入国と産油国のうち，財輸入国のみが戦略的に行動する場合，産油国のみが戦略的に行

動する場合，財輸入国と産油国がともに戦略的に行動する場合の三つの場合である。ここで，財輸

入国が戦略的に行動するとは，財輸入国がその国の厚生を最大化するように関税水準を決定するこ

� 本研究に対して清明会から助成を受けた。記して謝意を示したい。
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とを意味し，産油国が戦略的に行動するとは，産油国がその国の厚生を最大化するように石油単価

を決定することを意味する。

本研究での分析により，関連諸国のうちの一国のみが戦略的に行動するならば分析対象国が上流

規制ではなく必ず下流規制を採用することが分析対象国の厚生にとって望ましいが，関連諸国がと

もに戦略的に行動するならば，分析対象国の厚生にとって上流規制が望ましい領域が出現すること

が明らかとなる。

以下では第 2節で分析の枠組みを構築し，第 3節で，分析対象国および関連諸国の戦略を所与と

した場合の分析対象国内企業の生産量を導出する。それまでの分析結果に基づいて，第 4節から第

6節にかけて，上記の 3ケースにおける分析対象国の厚生をそれぞれ導出する。最後に第 7節で本

研究の結論を導出し，展望を述べる。

2． 分析の枠組み

燃料生産から財生産に至る過程のどの産業分野に排出規制をかけることがその国にとって望まし

いのであろうか。この課題について関連諸国との戦略的連関を考慮に入れて分析するために，分析

対象国，産油国，最終財輸入国から構成される国際経済モデルを構築し，分析対象国内の産業とし

て石油精製産業と最終財生産産業に焦点を当てる。石油精製企業は産油国から単価 rで輸入した原

油を石油に精製して最終財生産企業へ単価 qで販売し，最終財生産企業はその石油を投入して最終

財を生産して財輸入国へ単価 P で販売するものとする。以下では，分析の簡素化のために各産業を

構成する企業の数をそれぞれ 1とし，産業と企業を同一視する。石油生産量を x，最終財生産量を

X と表記し，以下では分析の簡素化のために最終財生産企業は 1単位の石油投入から 1単位の最終

財を生産するものと基準化する。財輸入国の需要条件ついては，最終財とニュメレール財について

加法分離的効用を仮定し，代表的消費者の効用関数を a，bを正の定数，M をニュメレール財の消

費量として aX �
b

2
X

2 +M と特定化する。この特定化は，需要関数が P = a� bX となることを

意味している。他方，産油国の供給条件については，代表的原油生産者の生産技術を収穫一定とし，

原油産出の限界費用を �と特定化する。また，財輸入国は分析対象国の最終財生産企業に対して従

量税 tを賦課するものとする。

戦略的貿易政策に関する先行研究の通例に従って最終財生産企業は輸出相手国の財需要を考慮に

入れて利潤最大化をはかるものとする。他方，石油精製企業は価格を所与として利潤最大化をはか

るものとする。
（1）

CO2 は最終財生産の副産物として排出され，最終財生産企業は CO2 の排出削減が

（1） 本研究では，最終財生産企業が石油精製企業者に比べて競争力のある財を生産するものとしてモデ
ルを構築したが，他のモデル化も可能である。そのような拡張については今後の課題としたい。
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可能とする。その排出削減技術は費用逓増的とし，以下では，最終財生産企業が排出削減を行わな

い場合には最終財生産企業は財生産 1単位当り 1単位の CO2 を排出し，最終財生産企業が �Z2 の

費用をかけると単位当り排出量が (1� Z)になるものと特定化する。ここで �は正の定数である。

分析対象国への排出割当総量を �E とし，分析対象国の政府は，石油精製企業と最終財生産企業の

どちらかに排出規制をかけるものとする。石油精製企業に排出規制をかける場合が上流規制，最終

財生産企業に排出規制をかける場合が下流規制である。上流規制の場合には，最終財生産企業に排

出削減を行う誘引がないために排出量は X となり，この排出量に対して責任を負う石油精製企業

が (X � �E) の量の排出権を購入することとなる。一方，下流規制の場合には，最終財生産企業は

(1�Z)X の量の CO2を排出し，この量に対して責任を負う最終財生産企業が ((1�Z)X � �E) の

量の排出権を購入することとなる。排出権の単価 Qは所与の外生変数であるものとする。

部分均衡分析の通例に従い，各国の厚生を以下のように定義する。すなわち，分析対象国の厚生Uを石

油精製企業の利潤�と最終財生産企業の利潤�の和，輸入国の厚生W を消費者余剰と関税収入の和，産

油国の厚生V を原油販売の利潤と定義する。本研究の設定においては，U =
bX2

2
+tX; V = (r��)X

となる。

関連諸国との戦略的連関としては次の三つの場合について分析する。すなわち，財輸入国と産油

国のうち，財輸入国のみが戦略的に行動する場合，産油国のみが戦略的に行動する場合，財輸入国

と産油国がともに戦略的に行動する場合の三つの場合である。ここで，財輸入国が戦略的に行動す

るとは，財輸入国がその国の厚生を最大化するように関税水準を決定することを意味し，産油国が

戦略的に行動するとは，産油国がその国の厚生を最大化するように石油単価を決定することを意味

する。戦略的相互連関の時系列的推移については，以下の 3段階ゲームとして定式化する。すなわ

ち，第 1段階で分析対象国政府が上流規制と下流規制のどちらを採用するかを決定し，第 2段階で

財輸入国あるいは産油国が関税水準あるいは原油単価を決定し，第 3段階で最終財生産企業が財生

産量を決定するものとする。

このような多段階ゲームの場合，均衡は後向帰納法によって求めることとなる。そこで，次節で

は，割当方法，関税水準および原油単価を所与とした場合の石油精製企業および最終財生産企業の

生産量を，上流規制の場合と下流規制の場合のそれぞれについて求めよう。

3． 各政府の戦略を所与とした場合の分析対象国企業の生産量

まず，分析対象国が上流規制を採用する場合については，石油精製企業が (x� �E)の量の排出権

を購入するので，この場合の石油精製企業の利潤 �U は，収入 qxから原油購入支出 rxおよび排出

権購入支出 Q(x� �E)を差し引いたものとして
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�
U = qx� rx�Q(x� �E) （1）

と表現される。一方，この場合の最終財生産企業の利潤�U は収入 PX から石油購入支出 qX およ

び関税支払い tX を差し引いたものとなる。P = a� bX を代入することにより

�
U = (a� bX)X � qX � tX （2）

となる。

この場合，石油精製企業は石油生産量 xを変数として利潤最大化をはかり，最終財生産企業は財

生産量X を変数として利潤最大化をはかるので，それぞれの利潤最大化の 1階の条件
d�U

dx
= 0お

よび
d�U

dX
= 0より，この場合の石油単価 qU および最終財生産量XU が

q
U = r +Q （3）

X
U =

a� r �Q� t

2b
（4）

の水準に定まる。2階の条件は満たされている。

他方，分析対象国が下流規制を採用する場合には，石油精製企業の利潤 �D は収入 qxから原油購

入支出 rxを差し引いたものとして

�
D = qx� rx （5）

と表され，最終財生産企業については，Z2 の費用を支払って単位当り排出量を (1 � Z) にし，

((1� Z)X � �E)の量の排出権を購入するので，最終財生産企業の利潤�D は収入 PX から石油購

入支出 qX，排出権購入費用Q((1�Z)X � �E)，排出削減費用 �Z2および関税支払い tX を差し引

いたものとなる。P = a� bX を代入することにより

�
D = (a� bX)X � qX �Q((1� Z)X � �E)� �Z

2
� tX （6）

と表される。

この場合，石油精製企業は石油生産量 xを変数として利潤最大化をはかり，最終財生産企業は財

生産量 X および単位当り排出削減量 Z を変数として利潤最大化をはかるので，石油精製企業の利

潤最大化の 1 階の条件
d�D

dx
= 0，最終財生産企業の利潤最大化の 1 階の条件

@�D

@X
= 0 および

@�D

@Z
= 0より，この場合の石油単価 qD，最終財生産量XD および単位当り排出削減量 ZD が

q
D = r （7）
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X
D =

a� r �Q� t

2b� Q2

2�

（8）

Z
D =

QXD

2�
（9）

の水準に定まる。以下では，

2b >
Q2

2�
（10）

を仮定し，2階の条件が満たされるものとする。

4． 財輸入国と産油国のうち財輸入国のみが戦略的に行動する場合

以上の分析結果に基づいて，以下では，関連諸国の行動の戦略化と分析対象国の厚生との関係を

明らかにする。本節では，まず，財輸入国と産油国のうちで財輸入国のみが戦略的に行動する場合

について分析しよう。この場合は，第 1段階で分析対象国政府が上流規制と下流規制のどちらを採

用するかを決定し，第 2段階で財輸入国が関税水準を決定し，第 3段階で最終財生産企業が財生産

量を決定するという 3段階ゲームとして定式化されるので，第 3節で求めた分析対象国の各企業の

生産量を財輸入国が読み込んで財輸入国が自国の厚生を最大化するように関税水準を決定すること

となる。

分析対象国が上流規制を採用する場合の財輸入国の厚生WU
I ，下流規制を採用する場合の財輸入

国の厚生WD
I は，それぞれ，

W
U
I =

bX2

2
+ tX ただしX =

a� r �Q� t

2b
（11）

W
D
I =

bX2

2
+ tX ただしX =

a� r �Q� t

2b� Q2

2�

（12）

となり，財輸入国は関税水準 tを変数として厚生最大化をはかるので，それぞれの場合について，厚

生最大化の条件
dWU

I

dt
= 0および

dWD
I

dt
= 0より，それぞれの最適値 tUI および tDI が

t
U
I =

a� r �Q

3
（13）

t
D
I =

(b� Q2

2�
)(a� r �Q)

3b� Q2

�

（14）

の水準に定まる。WU
I の最大化についての 2階の条件は常に満たされている。以下では，WD

I の最

大化についての 2階の条件が満たされるよう
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3b >
Q2

�
（15）

を仮定する。

他方，産油国の厚生は上流規制，下流規制いずれの場合についても rx� �xであり，産油国はこ

の値を最大化するように xを決定するので，それぞれの場合の最適値 rUI および rDI が

r
U
I = r

D
I = � （16）

の水準に定まる。

（3），（4），（13）および（16）を（1）および（2）に代入することにより，分析対象国が上流規制を採用す

る場合の石油精製企業の利潤 �UI および最終財生産企業の利潤�U
I が，�

U
I = 0;�U

I =
1

9b
(a���Q)2

となるので，分析対象国のこの場合の厚生 UUI が�U
I と �UI の和として

U
U
I =

1

9b
(a� � �Q)2 （17）

となる。

他方，分析対象国が下流規制を採用する場合についても同様に，（7），（8），（9），（14）および（16）

を（1）および（2）に代入することにより，石油精製企業の利潤 �D および最終財生産企業の利潤

�D
I が，�

U
I = 0および �

D
I =

(b� Q2

4�
)(a� � �Q)2

(3b� Q2

�
)2

となるので，分析対象国のこの場合の厚生

UDI が�D
I と �DI の和として

U
D
I =

(b� Q2

4�
)(a� � �Q)2

(3b� Q2

�
)2

（18）

となる。

（17）と（18）を比較することにより，UUI > U
D
I , 0 < b <

4

15�
Q

2 が得られる。この条件と

（10）および（15）を併せ考えることにより，（10）および（15）が成立する領域においてはUUI > UDI

が成立しないことが分かるので，

補助命題 1：財輸入国と産油国のうち財輸入国のみが戦略的に行動する場合には，分析対象国は，上

流規制ではなく下流規制を採用することにより，厚生が高まる。

という補助命題が得られる。
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5． 財輸入国と産油国のうち産油国のみが戦略的に行動する場合

前節に引き続き，本節では，財輸入国と産油国のうちで産油国のみが戦略的に行動する場合につ

いて分析する。この場合は，第 1段階で分析対象国政府が上流規制と下流規制のどちらを採用する

かを決定し，第 2段階で産油国が原油単価を決定し，第 3段階で分析対象国の各企業が生産量を決

定するという 3段階ゲームとして定式化されるので，第 3節で求めた分析対象国の各企業の生産量

を産油国が読み込んで産油国がその国の厚生を最大化するように原油単価を決定することとなる。

分析対象国が上流規制を採用する場合の産油国の厚生 V UO，下流規制を採用する場合の産油国の

厚生 V DO は，それぞれ

V
U
O = (r � �)

a� r �Q� t

2b
（19）

V
D
O = (r � �)

a� r �Q� t

2b� Q2

2�

（20）

となる。この場合，産油国は rを変数としてこの厚生を最大化するので，それぞれについて，厚生

最大化の 1階の条件
dV UO

dr
= 0;

dV DO

dr
= 0より，産油国の設定する原油の単価が

r
U
O =

a�Q� t+ �

2
（21）

r
D
O =

a�Q� t+ �

2
（22）

となる。2階の条件は満たされている。

（3），（4）および（21）を（1）および（2）に代入することにより，石油精製企業の利潤 �UO お

よび最終財生産企業の利潤�U
O が �UO = 0および�

U
O =

1

16b
(a�Q� t� �)2 となるので，分析対

象国のこの場合の厚生 UUO は �UO と�U
O の和として

U
U
O =

1

16b
(a�Q� t� �)2 （23）

となる。

他方，分析対象国が下流規制を採用する場合についても同様に，（7），（8），（9）および（22）を

（1）および（2）に代入することにより，石油精製企業の利潤 �DO および最終財生産企業の利潤�D
O

が，�DO = 0および�
D
O =

1

4(4b� Q2

�
)
(a�Q� t� �)2 となるので，分析対象国のこの場合の厚生

UDO は �DO と�D
O の和として

U
D
O =

1

4(4b� Q2

�
)
(a�Q� t� �)2 （24）
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となる。

（23）と（24）を比較することにより，

補助命題 2：財輸入国と産油国のうち産油国のみが戦略的に行動する場合には，分析対象国は，上

流規制ではなく下流規制を採用することにより，厚生が高まる。

という補助命題が得られる。

6． 財輸入国および産油国が戦略的に行動する場合

本節では，財輸入国と産油国とがともに戦略的に行動する場合について分析する。この場合は，

第 1段階で分析対象国政府が上流規制と下流規制のどちらを採用するかを決定し，第 2段階で財輸

入国が関税水準を決定すると同時に産油国が原油単価を決定し，第 3段階で分析対象国の各企業が

財生産量を決定するという 3段階ゲームとして定式化されるので，第 3節で求めた分析対象国の各

企業の生産量を財輸入国および産油国が読み込んで，財輸入国および産油国がそれぞれの厚生を最

大化するように関税水準および原油単価を決定することとなる。

この場合，関税水準および石油単価は財輸入国および産油国の反応関数を同時に満たすように定

まる。

分析対象国が上流規制を採用する場合には，第 4 節での分析から導かれる財輸入国の反応関数

t =
a� r �Q

3
と第 5節での分析から導かれる産油国の反応関数 r =

a�Q� t+ �

2
を連立するこ

とにより，この場合の関税水準 tUIO および石油単価 rUIO が

t
U
IO =

1

5
(a�Q� �) （25）

r
U
IO =

1

5
(2(a�Q) + 3�) （26）

の水準に定まる。

（3），（4），（25）および（26）を（1）および（2）に代入することにより，石油精製企業の利潤

�UIO および最終財生産企業の利潤�U
IO が �UIO = 0および�

U
IO =

1

25b
(a�Q� �)2となるので，分

析対象国のこの場合の厚生 UUIO は �UIO と�U
IO の和として

U
U
IO =

b

25
(a�Q� �)2 （27）

となる。

分析対象国が下流規制を採用する場合についても同様に，第 4節での分析から導かれる財輸入国の反
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応関数 t =
(b� Q2

2�
)(a� r �Q)

3b� Q2

�

と第5節での分析から導かれる産油国の反応関数 r =
a�Q� t+ �

2

を連立することにより，この場合の関税水準 tDIO および石油単価 rDIO が

t
D
IO =

2b��Q2

10b�� 3Q2
(a�Q� �) （28）

r
D
IO =

1

10b�� 3Q2
((4b��Q

2)(a�Q) + (6b�� 2Q2)�) （29）

の水準に定まる。

（7），（8），（9），（28）および（29）を（1）および（2）に代入することにより，最終財生産企業の利潤�D
IOお

よび石油精製企業の利潤 �DIOが，�
D
IO = 0および�

D
IO =

1

4

�
b�

Q2

4�

��
4b��Q2

10b�� 3Q2

�2

(a�Q��)2

となるので，分析対象国のこの場合の厚生 UDIO は �DIO と�D
IO の和として

U
D
IO =

1

4

�
b�

Q2

4�

��
4b��Q2

10b�� 3Q2

�2

(a�Q� �)2 （30）

となる。

（29）と（30）を比較することにより，UUIO > UDIO , 16b(10b��3Q2)2 > 25(4b��Q2)(4b�Q2)2

が得られる。両辺を整理することにより bに関する 2次式に帰着し，b2 の項の係数が正かつ判別式

が負となる条件より，� > 0:4および � > 1:21が同時に満たされる時には，UUIO > UDIO が常に成

立することが分かる。この条件と（10）および（15）を併せ考えることにより，

補助命題 3：財輸入国と産油国のうち財輸入国のみが戦略的に行動する場合には，分析対象国は，

� > 1:21および b >
Q2

3�
の条件が満たされる領域においては，下流規制ではなく上流規制を採用す

ることにより，厚生が高まる。

という補助命題が得られる。

7． 結び

本研究では，燃料生産から財生産に至る社会的分業が国内で営なまれる場合に，上流規制と下流

規制のどちらを採用することがその国の厚生にとって望ましいのかについて，関連諸国との戦略的

連関を考慮に入れて分析した。

財輸入国と産油国のうちで，一国のみが戦略的に行動するならば分析対象国は上流規制ではなく

必ず下流規制をかけるべきであるが，両国が戦略的に行動するならば，上流規制が望ましい領域が

出現することが明らかとなった。

外国も戦略的に割当を行う場合の分析，最終財生産企業へのモニタリングの必要性を考慮に入れ
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た分析等が今後の課題である。

（経済学部助教授）
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